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 北海道電力株式会社 室蘭支店
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 北海道電力株式会社 函館支店
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  (苫小牧市新中野町３丁目８番７号)
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帯広、苫小牧の各支店は金融商品取引法の規定による備置場所では 
ありませんが、投資者の便宜を図るため備え置きます。 

― 1 ―─ 1 ─



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在せず、また、１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載していない。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期 

第１四半期 
連結累計期間

第90期 
第１四半期 
連結累計期間

第89期

会計期間
自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 138,604 141,956 582,990 

経常損失（△） (百万円) △17,782 △15,836 △128,184 

四半期(当期)純損失（△） (百万円) △17,097 △17,748 △132,819 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △18,170 △17,348 △131,591 

純資産額 (百万円) 303,843 183,573 190,403 

総資産額 (百万円) 1,615,252 1,681,361 1,660,740 

１株当たり四半期(当期)純損失（△） (円) △83.17 △86.34 △646.08 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 18.14 10.25 10.78 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等はない。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はな

い。 
  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 
  

  

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ33億51百万円増の1,419億

56百万円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、32億87百万円増の1,429億17百万円となっ

た。一方、経常費用は、前年同四半期連結累計期間に比べ13億41百万円増の1,587億53百万円となっ

た。 

以上により、経常損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ損失幅が19億46百万円縮小し158億36百

万円の損失となった。また、渇水準備金を引当したことなどから、四半期純損益は、6億50百万円悪化

し177億48百万円の損失となった。 

  

セグメントの業績(内部取引消去後)は、次のとおりである。 
  

① 電気事業 

当第１四半期連結累計期間の販売電力量は、前年同四半期連結累計期間に比べ1.4％の減少とな

った。この内訳として、電灯・電力では、春先の気温が前年に比べ低く推移したことによる暖房需

要の増加などにより、1.4％の増加となった。また、特定規模需要では、鉄鋼業や紙・パルプでの

生産減などにより、3.5％の減少となった。 

当第１四半期連結累計期間の収支については、収入面では、販売電力量の減少はあったが、昨年

７月から始まった再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響などにより、売上高は、前年同四

半期連結累計期間に比べ24億30百万円増の1,365億85百万円となった。支出面では、人件費削減な

どの効率化に努めたことに加え、豊水による燃料費の減少などはあったが、泊発電所３号機の停止

日数の増加による火力燃料費の増加などにより、営業費用は、前年同四半期連結累計期間に比べ

1億2百万円増の1,495億88百万円となった。 

以上により、営業損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ損失幅が23億27百万円縮小し130億

3百万円の損失となった。 
  

② その他 

当第１四半期連結累計期間の収支については、収入面では、電気通信事業の伝送業務受託収入が

増加したことなどにより、売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ9億21百万円増の53億70百

万円となった。支出面では、電気通信事業の売上原価の増加などにより、営業費用は、前年同四半

期連結累計期間に比べ8億33百万円増の46億71百万円となった。 

以上により、営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ88百万円増の6億99百万円となっ

た。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（参考情報） 

① 需給実績 

  

 
(注) １ 他社受電電力量には、連結子会社の北海道パワーエンジニアリング㈱及びほくでんエコエナジー㈱からの  

受電電力量が含まれている。 
２ 他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。 
３ 揚水発電所の揚水用電力量とは貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。 
４ 販売電力量の中には、自社事業用電力量17百万kWhを含んでいる。 
５ 出水率は、自社の昭和57年度から平成23年度までの当該累計期間の30ヶ年平均に対する比である。 

  
② 販売電力量及び料金収入 

  

 
(注) １ 上記料金収入欄の電力料には「特定規模需要」分を含む。 

２ 上記料金収入には消費税等は含まれていない。 

種別  
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日) 

前年同四半期比（％）

発受電電力量 

自社 

水力発電電力量 (百万kWh) 1,337 115.7 

火力発電電力量 (百万kWh) 4,949 96.0 

原子力発電電力量 (百万kWh) ― ― 

新エネルギー等発電電力量 (百万kWh) 38 152.6 

他社受電電力量 (百万kWh) 
1,530 
△47 

146.3 
36.8 

融通電力量 (百万kWh) 
4 

△6 
53.1 
23.3 

揚水発電所の揚水用電力量 (百万kWh) 0 1.4 

合計 (百万kWh) 7,805 97.4 

損失電力量等 (百万kWh) △375 78.2 

販売電力量 (百万kWh) 7,430 98.6 

出水率(自流) (％) 107.7 ― 

種別
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日) 

前年同四半期比（％）

販売電力量 
(百万kWh) 

電灯計 2,835 100.5 

電力計 545 106.3 

電灯電力合計 3,380 101.4 

特定規模需要 4,050 96.5 

電灯電力・特定規模合計 7,430 98.6 

他社販売 41 34.6 

融通 5 19.7 

料金収入 
(百万円) 

電灯料 61,521 101.4 

電力料 70,022 99.1 

電灯電力合計 131,544 100.2 

他社販売 538 34.8 

融通 59 23.9 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における資産は、減価償却による電気事業固定資産の減少はあったが、

京極発電所新設工事などの固定資産仮勘定の増加や現金及び預金の増加などにより、前連結会計年度末

に比べ206億20百万円増の1兆6,813億61百万円となった。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少はあったが、有利子負債の増加などにより、前連結会計年度末に

比べ274億50百万円増の1兆4,977億87百万円となった。 

純資産は、四半期純損失の計上による利益剰余金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ68億29

百万円減の1,835億73百万円となった。 

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.5ポイント

減少し10.3％となった。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、ほくでんグループが対処すべき課題について、重要な変更はな

い。 

  
(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、6億86百万円である。 

  
(5) 設備の新設、除却等の計画 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等のうち、当第１四半期連結累計

期間に運用を開始した設備は次のとおりである。 

電力流通設備 

（送電） 

送電線路名 区  間 電圧(kV) 亘長(km) 回線数 着工年月 運用開始年月

京極幹線（新設） 後志幹線No.115～京極（発） 275 2 2 平成22年6月 平成25年5月
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項なし 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項なし 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項なし 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 495,000,000 

計 495,000,000 

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月１日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 215,291,912 215,291,912 
札幌証券取引所 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株である。 

計 215,291,912 215,291,912 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年４月１日～  
平成25年６月30日 

－ 215,292 － 114,291 － 21,174 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないことから、直前の基準日である平成25年３月31日現在で記載している。 

  

① 【発行済株式】 

  平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式である。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄に、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権20個)が含まれている。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式56株及び当社所有の自己株式89株が含 

  まれている。 

  

② 【自己株式等】 

 
(注) １ 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が100株(議決権１個)あり、当該株式

  数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれている。 

２ 平成25年６月30日現在における自己株式は、9,719,485株(単元未満株式を含む。)である。 

  

  

該当事項なし 

  

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   9,717,400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 204,433,100 2,044,331 ―

単元未満株式 普通株式  1,141,412 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 215,291,912 ― ―

総株主の議決権 ― 2,044,331 ―

  平成25年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)  
北海道電力株式会社 

札幌市中央区大通東１丁目
２番地 

9,717,400 ― 9,717,400 4.51 

計 ― 9,717,400 ― 9,717,400 4.51 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成し

ている。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累

計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第５条第１項

ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けている。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

― 8 ―─ 8 ─



１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

    前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   
 固定資産 1,480,925 1,484,749
  電気事業固定資産 1,040,508 1,026,745
   水力発電設備 109,283 108,244
   汽力発電設備 92,712 90,662
   原子力発電設備 257,075 251,399
   送電設備 178,361 176,308
   変電設備 80,506 78,635
   配電設備 271,852 270,908
   業務設備 42,259 43,197
   その他の電気事業固定資産 8,456 7,388
  その他の固定資産 53,522 54,611
  固定資産仮勘定 153,255 161,642
   建設仮勘定 153,073 161,033
   除却仮勘定 181 608
  核燃料 111,625 120,597
   装荷核燃料 7,891 －
   加工中等核燃料 103,733 120,597
  投資その他の資産 122,014 121,153
   長期投資 47,264 48,571
   退職給付に係る資産 － 83
   繰延税金資産 7,408 7,219
   その他 67,443 65,393
   貸倒引当金（貸方） △102 △114
 流動資産 179,814 196,611
  現金及び預金 77,357 100,165
  受取手形及び売掛金 43,378 37,674
  たな卸資産 45,063 44,172
  繰延税金資産 1,739 2,034
  その他 12,850 13,135
  貸倒引当金（貸方） △574 △571

 合計 1,660,740 1,681,361
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（単位：百万円）

    前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債及び純資産の部   
 負債の部   
  固定負債 1,184,361 1,256,066
   社債 524,127 604,128
   長期借入金 448,673 450,135
   退職給付引当金 46,706 －
   使用済燃料再処理等引当金 65,874 64,571
   使用済燃料再処理等準備引当金 8,183 8,265
   退職給付に係る負債 － 36,280
   資産除去債務 82,407 82,881
   繰延税金負債 897 1,376
   その他 7,490 8,427
  流動負債 269,204 223,168
   1年以内に期限到来の固定負債 109,292 88,975
   短期借入金 53,020 52,880
   支払手形及び買掛金 44,496 25,853
   未払税金 8,466 15,697
   繰延税金負債 69 33
   その他 53,859 39,728
  特別法上の引当金 16,771 18,552
   渇水準備引当金 16,771 18,552

  負債合計 1,470,337 1,497,787
 純資産の部   
  株主資本 176,967 159,216
   資本金 114,291 114,291
   資本剰余金 21,174 21,174
   利益剰余金 59,645 41,896
   自己株式 △18,144 △18,146
  その他の包括利益累計額 2,122 13,127
   その他有価証券評価差額金 2,122 3,163
   退職給付に係る調整累計額 － 9,964
  少数株主持分 11,312 11,228

  純資産合計 190,403 183,573

 合計 1,660,740 1,681,361
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

  
前第１四半期連結累計期間 

 至 平成24年６月30日) 
(自 平成24年４月１日

当第１四半期連結累計期間 

 至 平成25年６月30日) 
(自 平成25年４月１日

営業収益 138,604 141,956
 電気事業営業収益 134,154 136,585
 その他事業営業収益 4,449 5,370

営業費用 153,323 154,260
 電気事業営業費用 149,485 149,588
 その他事業営業費用 3,838 4,671

営業損失（△） △14,719 △12,303

営業外収益 1,025 960
 受取配当金 150 156
 受取利息 263 264
 持分法による投資利益 184 －
 その他 426 539

営業外費用 4,088 4,493
 支払利息 3,573 4,004
 持分法による投資損失 － 84
 その他 514 404

四半期経常収益合計 139,629 142,917

四半期経常費用合計 157,412 158,753

経常損失（△） △17,782 △15,836

渇水準備金引当又は取崩し △342 1,781
 渇水準備金引当 － 1,781
 渇水準備引当金取崩し（貸方） △342 －

税金等調整前四半期純損失（△） △17,440 △17,618

法人税、住民税及び事業税 △334 32

法人税等調整額 39 114

法人税等合計 △294 147

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △17,145 △17,765

少数株主損失（△） △47 △16

四半期純損失（△） △17,097 △17,748
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

  
前第１四半期連結累計期間 

 至 平成24年６月30日) 
(自 平成24年４月１日

当第１四半期連結累計期間 

 至 平成25年６月30日) 
(自 平成25年４月１日

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △17,145 △17,765

その他の包括利益   
 その他有価証券評価差額金 △1,024 1,092
 退職給付に係る調整額 － △674
 持分法適用会社に対する持分相当額 △0 －

 その他の包括利益合計 △1,024 417

四半期包括利益 △18,170 △17,348

（内訳）   
 親会社株主に係る四半期包括利益 △18,110 △17,387
 少数株主に係る四半期包括利益 △59 39
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【注記事項】 

（持分法適用の範囲の変更） 

㈱エナジーフロンティアは、平成25年６月８日に清算を結了したことに伴い、当第１四半期連結会計

期間から持分法適用会社より除外している。 

  

（会計方針の変更等） 

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24

年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）が平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期

首から適用できることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただ

し、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）を適用

し、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債として

計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る資産及び退

職給付に係る負債に計上している。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に加減している。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首のその他の包括利益累計額が10,643百万円増加してい

る。 

  

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

(税金費用の計算) 

税金費用は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっている。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

法定実効税率を使用する方法によっている。 

  

  

（四半期連結貸借対照表関係） 

 (1) 日本原燃株式会社 

 社債及び㈱日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する保証債務 
  

 
  

 (2) 原燃輸送株式会社 

 ㈱日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する保証予約債務 
  

 
  

   偶発債務

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

 44,852百万円 43,992百万円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

 3百万円 －百万円 
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 (3) 従業員 

 財形住宅融資による㈱みずほ銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 
  

 
  

 (4) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  

 
  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の

とおりである。 

  

 
  

  

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

配当金支払額 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

該当事項なし 

  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

 17,049百万円 16,242百万円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

北海道電力第252回社債 
(引受先 ㈱三井住友銀行) 

15,000百万円 15,000百万円 

北海道電力第254回社債 
(引受先 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行) 

19,130百万円 19,130百万円 

北海道電力第256回社債 
(引受先 ㈱みずほコーポレート銀行) 

19,800百万円 19,800百万円 

北海道電力第257回社債 
(引受先 ㈱みずほコーポレート銀行) 

20,000百万円 20,000百万円 

北海道電力第258回社債 
(引受先 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行) 

20,000百万円 20,000百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 23,164百万円 23,259百万円 

 

決議
 

株式の種類

 

配当金の総額 
（百万円）

 

１株当たり 
配当額(円)

 

基準日
 

効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 5,139 25 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１ セグメント損失（△）の調整額180百万円は、セグメント間取引消去によるものである。 

   ２ セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額70百万円は、セグメント間取引消去によるもので 

 ある。 

   ２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 

  

  

    (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他 計 調整額(注1)
四半期連結 
損益計算書 
計上額(注2) 電気事業

売上高      

  外部顧客への売上高 134,154 4,449 138,604 ― 138,604 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

362 12,453 12,815 △12,815 ― 

計 134,517 16,903 151,420 △12,815 138,604 

セグメント損失（△） △14,610 △289 △14,899 180 △14,719 

    (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他 計 調整額(注1)
四半期連結 
損益計算書 
計上額(注2) 電気事業

売上高      

  外部顧客への売上高 136,585 5,370 141,956 ― 141,956 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

426 18,367 18,794 △18,794 ― 

計 137,012 23,738 160,750 △18,794 141,956 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

△12,542 168 △12,374 70 △12,303 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、また、１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。 

  
  

該当事項なし 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし 

  

  

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失（△） △83.17円 △86.34円 

    (算定上の基礎)   

    四半期純損失（△）（百万円） △17,097 △17,748 

    普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

    普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △17,097 △17,748 

    普通株式の期中平均株式数（千株） 205,580 205,573 

２ 【その他】
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平成２５年８月１日

北海道電力株式会社 
取締役会  御中 

 

   

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

北海道電力株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間(平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２５年４
月１日から平成２５年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北海道電力株式会社及び連結子会社の平成
２５年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    篠河   清彦     印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    白羽   龍三     印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    片岡   直彦     印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 

 報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月１日

【会社名】 北海道電力株式会社

【英訳名】 Hokkaido Electric Power Company, Incorporated

【代表者の役職氏名】 取締役社長  川 合 克 彦

【最高財務責任者の役職氏名】  ―――

【本店の所在の場所】 札幌市中央区大通東１丁目２番地

【縦覧に供する場所】 北海道電力株式会社 旭川支店

  (旭川市４条通12丁目1444番地の１)

 北海道電力株式会社 札幌支店

  (札幌市中央区大通東１丁目２番地)

 北海道電力株式会社 釧路支店

  (釧路市幸町８丁目１番地)

 北海道電力株式会社 室蘭支店

  (室蘭市寿町１丁目６番25号)

 北海道電力株式会社 函館支店

  (函館市千歳町25番15号)

 北海道電力株式会社 北見支店

  (北見市北８条東１丁目２番地１)

 北海道電力株式会社 岩見沢支店

  (岩見沢市９条西１丁目12番地の１)

 北海道電力株式会社 小樽支店

  (小樽市富岡１丁目９番１号)

 北海道電力株式会社 帯広支店

  (帯広市西５条南７丁目２番地の１)

 北海道電力株式会社 苫小牧支店

  (苫小牧市新中野町３丁目８番７号)

 証券会員制法人札幌証券取引所

  (札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１)

 株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 (注) 上記の内、旭川、札幌、釧路、室蘭、函館、北見、岩見沢、小樽、 

帯広、苫小牧の各支店は金融商品取引法の規定による備置場所では

ありませんが、投資者の便宜を図るため備え置きます。 



取締役社長 川合克彦は、当社の第90期第１四半期（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


